
 

 
 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
平成３０年３月 

滋  賀  県 

滋賀県地震防災プラン 



 

 

は じ め に 

 

 

 滋賀県は、周囲を活断層に囲まれており、県内のどの地域でも阪神・

淡路大震災や平成 28 年熊本地震のような直下型地震の被害を受けるお

それがあります。また、今後 30 年以内に 70～80％の確率で発生すると

される「南海トラフ地震」でも、最大で震度６強の揺れが起こることが

想定されています。 

 

 このため、滋賀県ではこれまで、地震被害想定に基づき、様々な地震

対策を行ってきました。とりわけ、平成 15 年度以降は、「地震防災プロ

グラム」に基づき、「耐震化等の必要な基盤整備」、「地震に備え対応する

体制づくり」、「防災機能の整備・充実」のための施策を推進してきまし

た。 

 

 今回、これまでの地震対策の取組を継承しつつ、全国各地で発生した

過去の大規模災害を教訓として今後重点的に取り組む地震対策について

の基本的な考え方やスケジュールについて、この「滋賀県地震防災プラ

ン」に整理しました。このプランに定める７つの実行計画に沿って、多

様な団体・組織との連携を含めた受援体制の整備、要配慮者への合理的

配慮の提供をはじめとする様々な取組を進めます。 

 

 1909 年の江濃（姉川）地震以降、滋賀県では大規模地震は発生してい

ませんが、歴史を振り返れば、過去の大規模地震は、人々が地震の被害

を忘れた頃、世代が変わった頃に起こっています。 

 

 いつ、どこで起こるかわからない地震にしっかりと備え、県民の皆さん

とともに、安全・安心社会を実現していきます。 

 

 

 

  平成３０年３月  

            滋賀県知事  三 日 月  大  造 
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第１章 基本事項 

 

 

 

 

 

 このプランの基本理念は、次のとおりとします。 

 

 ○ 災害発生に備え、県民、地域、企業・団体、行政等あらゆる主

体が日頃から継続的に「当事者力（自助）」、「地域力（共助）」、

「行政力（公助）」を強化し、災害時には、これらの力を結集し、

多様な主体の連携により構築された強固な体制のもとで災害対

応を行い、一人ひとりの被災者に寄り添った合理的配慮を提供し

ます。 

 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 基 本 理 念 
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滋賀県周辺の活断層（地震調査研究推進本部ＨＰより） 

2 滋賀県に被害を及ぼす地震 
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 県内には、福井・岐阜県との県境付近で柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯と野坂・集福

寺断層帯が平行に走っており、それに直交するように湖北山地断層帯が、さら

にその延長上には琵琶湖西岸断層帯と三方・花折断層帯が延びています。 

 南東部には、南北方向に鈴鹿西縁断層帯と頓宮断層が平行に走っており、そ

れに直交するように、京都府南東部から三重県境付近に延びる木津川断層帯が

あります。 

 これらの活断層による直下型地震により、県内では甚大な被害が発生するお

それがあります。  ※ 下表「滋賀県地震被害想定」参照 

 また、県内全域が、南海トラフの地震で著しい地震災害が生じるおそれがあ

ることから、「南海トラフ地震防災対策推進地域」に指定されています。  

○「滋賀県地震被害想定(平成 26 年３月)」 

想定地震 
建物被害 人的被害 一週間後の 

全避難者数 
最大震度 

全壊棟数 半壊棟数 死者数 負傷者数 

琵琶湖西岸断層帯地震 38,504 83,856 2,182 21,039 249,534 7 

花折断層帯地震 18,181 53,274 940 10,380 139,894 7 

木津川断層帯地震 5,734 14,540 368 3,392 42,672 7 

鈴鹿西縁断層帯地震 10,804 31,173 641 7,204 81,703 7 

柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯地震 10,412 24,940 597 5,788 71,710 7 

南海トラフ巨大地震 
（陸側ケース） 

11,017 74,084 474 10,408 158,550 6 強 
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◇ このプランは、これまでの地震対策の取組を継承しつつ、全国各地で発生し

た過去の大規模災害を教訓として、今後、重点的に取り組む地震対策について、

その基本的な考え方やスケジュールを定めます。 

 

《これまでの地震対策の取組》 

 

 ・ 琵琶湖西岸断層帯等による直下型地震や東南海・南海地震の発生を想定

し、地域防災計画(震災対策編)の実行計画である「地震防災プログラム(第

１次：H15～24、第２次：H26～29)」に基づき、「耐震化等の必要な基盤整

備」、「地震に備え対応する体制づくり」、「防災機能の整備・充実」の

３つの基本施策を柱に各種の地震対策を実施してきたところです。 

 ・ 「耐震化等の必要な基盤整備」については、防災上特に重要な県有施設

の耐震化が平成29年度末で99.5％が完了見込みであるほか、県営住宅の耐

震化が100％完了となりました。 

住宅等の耐震化、避難路の整備等については、さらに進める必要があり

ます。 

 ・ 「地震に備え対応する体制づくり」については、関西広域連合等による

広域応援・受援体制の枠組みが整備されるとともに、関係団体等との「災

害時応援協定」も多数締結したところです。また、地域防災力の向上に資

する研修等や自主防災組織に対する支援を実施してきたところです。 

在宅、車中泊、テント泊等による多様な被災者への対応、要配慮者への

合理的配慮、多様な団体等からの支援を効率的かつ効果的に活用するため

の受援体制、災害時応援協定の円滑な運用等が課題となっています。 

 ・ 「防災機能の整備・充実」については、平成28年１月に危機管理センタ

ーを整備し、併せて、防災情報システム、防災情報無線を更新しました。 

危機管理センターが、災害対応の拠点としての機能を十分に発揮し、情

報の集約、意思決定、情報発信等、迅速、的確な災害応急対策を実施でき

るよう、職員の防災意識・災害対応能力の向上を図ることが今後の課題と

なっています。 

 
 
 
 
 

３ プランの位置づけ 
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《他計画等との関係》 

 

◇ このプランは、「滋賀県地域防災計画（震災対策編）」に基づき実施する地

震対策のアクションプラン（実行計画）です。 

 

◇ 県では、平成15年度以降、「滋賀県地震防災プログラム」に基づき、建築物

の耐震化等を中心とした様々な地震対策を推進し、一定の成果を収めてきたと

ころですが、このプランでは、これらの取組を継承します。 

 

◇ このプランは、「滋賀県国土強靭化地域計画」および「関西防災・減災プラ

ン」（関西広域連合広域防災局）と整合を図ります。 

 

◇ 県は、地震防災対策特別措置法第２条に基づく「第５次地震防災緊急事業五

箇年計画」（平成28年度～平成32年度）に定める事業についても、計画期間内

に完了できるよう、このプランに定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

《他の自然災害への対応》 

 

◇ なお、このプランは、大規模地震の発生を想定したものですが、他の自然災

害への対応にも生かしていくこととします。風水害に適用できる取組について

は、地域防災計画（風水害等対策編）に反映します。 
 
 
 
 
 

関西防災・減災プラン 

第５次 
地震防災緊急事業五箇年計画 

滋賀県国土強靭化地域計画 

防災基本計画（国） 

滋賀県地域防災計画 

（仮称）滋賀県地震防災プラン 

整合 アクションプラン 

国土強靭化基本計画（国） 

滋賀県地震防災プラン 
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このプランは、下記の７つの実行を柱とします。 

 

 実行１ 多様な団体・組織との連携を含めた受援体制を整備する 

 

 実行２ 寄り添い型・協働型避難者支援を実現する 

 

 実行３ 要配慮者へ合理的配慮を提供する 

 

 実行４ 被災者の生活再建を支援する 

 

 実行５ 県と市町、市町間の連携を強化する 

 

 実行６ 当事者力・地域力を高める 

 

 実行７ ハード・ソフト両面にわたる行政の災害対応能力を高める 

 

 

 

 

 このプランの計画期間は、平成30年度から平成32年度までの３年間とします。 

 

 

 

 

◇ このプランは、ＰＤＣＡサイクルにより見直しを行い、効果や実効性を確

保します。 

 

◇ このプランの推進にあたっては、国、県、市町、防災関係機関その他多様な

主体が、それぞれの役割を果たしながら連携し、実効性を最大限に発揮します。 

 
 

４ 実 行 

５ 計 画 期 間 

６ プランの推進 
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第２章 実行計画 

 

 

 

多様な団体・組織との連携を含めた受援体制を整備する 

 

【実行方針】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実行１ 

大規模地震により県内で大きな被害が発生した場合には、災害対策基本法第

25 条第 6 項に基づく政府現地対策本部等が設置されるとともに、全国知事会、

関西広域連合、中部９県１市広域災害時等応援連絡協議会等、広域応援組織のほ

か、ボランティアやＮＰＯなど多様な団体・組織から人的・物的支援が行われる。 

 

これらの団体・組織としっかり連携しながら、支援を効率的かつ効果的に活用

できるよう、人員の配置や手順等について、あらかじめ受援計画を定めておく。 

なお、受援計画の策定に当たっては、関西防災・減災プラン等との整合を図る。 

 

また、市町では、災害応急対策に必要な職員、備蓄物資、車両等が不足するこ

とが予想されることから、市町の受援計画の策定、市町間のカウンターパートの

仕組みの構築等に向けた支援を行う。 

 

支援物資の仕分け・配送については、（一社）滋賀県トラック協会、滋賀県倉

庫協会、（一社）全国物流ネットワーク協会との災害時応援協定に基づき、災害

対策本部内に輸送調整所を設置し、プロの手による物資の仕分け・配送を行う仕

組みを構築しているが、避難所における必要物資の取りまとめから配送まで、実

災害の知見を取り入れた訓練を行うことなどにより、より迅速・正確に必要な物

資が必要なところに届けられるようブラッシュアップを行う。 

 

また、物資の仕分け・配送調達のほか、医療、生活支援、帰宅困難者支援、応

急復旧など、民間企業・団体等との災害時応援協定に基づく活動等がより迅速か

つ的確に実施できるよう、協定締結先の企業・団体等との一層の連携強化を図る。 



8 
 

 個別事項①  

 受援計画の策定  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 人的・物的支援を効率的かつ効果的に受けることができるよう、受援の方法、

手順、必要人員・分野等について、発災後の経過時間も考慮した受援計画を定め

ます。 

 

② 消防・警察・自衛隊、国等に対し支援要請が迅速かつ的確に実施できるように

情報連絡体制を整備するとともに、平素から緊密な連携を図ります。 

 

③ 受援※に必要な資機材を整備します。 

 

④ 市町における受援計画の策定を支援します。また、市町間でのカウンターパー

ト方式※による相互応援の仕組みを、市町と連携しながら構築します。 

 

⑤ 災害ボランティアを積極的に受け入れます。 

 

⑥ 支援物資の仕分け・配送については、物資の輸送プロセス等に係る研修や実際

の災害時の状況を想定した訓練を重ね、一層の充実強化に努めます。 

 

※ 受援：被災地に対する人的・物的支援を受け入れること。 

※ カウンターパート方式：被災自治体それぞれに対して、ペアとなる自治

体を決め、その自治体が責任をもって継続的に

担当の被災自治体への支援を行う方式。 

（過去の災害で課題となったこと） 

 ・ 災害応急対策に必要な人材の職種、人数、期間、派遣先等があらかじめ算定され

ていない。 
 ・ 支援チームの指揮命令系統が整理されていない。 
 ・ 支援者に対する情報伝達が不十分。 
 ・ 現場の職員が災害応急対策の進捗状況を把握できていない。 
 ・ 災害対応、ＢＣＰにあたる市町の職員がかなり不足した。 
 ・ プッシュ型の支援物資が、避難所等へ迅速に配送できなかった。 

（担当）防災危機管理局 
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 個別事項②  

 多様な団体による支援の効率的な活用  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 社会福祉協議会、ＮＰＯ、ボランティア団体、医療・保健・福祉分野の専門団

体、当事者団体、滋賀県災害時要配慮者ネットワーク会議等による民間支援者の

プラットホームを形成し、関西広域連合とも協調しながら連携体制を確立しま

す。 

 

② 支援のフェーズとニーズに即して、災害ボランティアセンターを迅速に立ち上

げます。ボランティアセンターの運営に当たっては、「滋賀県現地災害ボランテ

ィアセンター設置運営マニュアル」を基本とします。 

 

③ 熊本地震で活躍した「ＪＶＯＡＤ※」のような、ボランティア組織の支援コー

ディネーションを行う団体との連携を検討します。 

 

④ 各団体等が実施する業務や実施手順、担当者まで明確に定めます。 

 

  ※ JVOAD：Japan Voluntary Organizations Active in Disaster 

        特定非営利活動法人 全国災害ボランティアネットワーク 

（過去の災害で課題となったこと） 

 ・ 専門職チーム同士の連携が困難。 
 ・ ＤＰＡＴ※調整本部や活動拠点本部の運営について、マネジメントができない。 
 ・ ドクターヘリの運航調整等について、発災直後は情報が混乱する。 
 ・ 行政管理栄養士の単独派遣がほとんどなかったため、必要な場所へ速やかに派遣

できない。 
 

※ DPAT：Disaster Psychiatric Assistance Team 

       災害派遣精神医療チーム 

（担当）防災危機管理局 
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 個別事項③  

 災害時応援協定のブラッシュアップ  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

※ ブラッシュアップ：現在の状況を見直して、必要に応じて修正を加えたりするこ

とによって、より良いものに仕上げること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 災害時応援協定が適切なタイミングで円滑に機能するよう、発災時からの経過

時間ごとに、協定の相手方（１６５協定３２６団体（Ｈ３０．３．１０現在））の

連絡窓口や依頼手順等について詳細に整理したマニュアルを作成します。 

 

② マニュアルに基づき、必要な訓練を実施します。 

   

（担当）防災危機管理局 

（過去の災害で課題となったこと） 

 ・ 災害時応援協定に基づく活動の連絡窓口や手続き等について、詳細なルールが明

確になっていない。 
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 目標とする姿（実行１） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【実行計画】 

〇新規取組事項 （ ）内は実行主体 

項  目 H30 H31 H32 備考 

個別事項① 

・滋賀県受援計画の策定 

  

 

実働訓練 

 

 

実働訓練 

 

 

（県） 

個別事項① 

・受援のための資機材の整備 

    

 

（県） 

個別事項② 

・市町受援計画の策定支援 

 

    

 

（県、市町） 

個別事項③ 

・災害時応援協定運用マニュ

アル作成 

 

 

  

 

  

 

 

 

（県） 

 
 

 

 

１ 「滋賀県受援計画」に基づき、発災時には迅速に人的、物的支援の効率的かつ

効果的な配分ができる。 

また、市町では、受援計画および市町間のカウンターパート方式による相互応

援の仕組みに基づき、必要な人材が被災地に自動的に参集し、直ちに災害応急対

策に当たることができる。 

 

２ 多様な分野の専門団体によるプラットホームが形成されており、発災時には、

各専門団体が自主的、積極的に連携して速やかに被災者の支援を行うことができ

る。 

 

３ 災害時応援協定締結先とは、平時の訓練や研修を通じ、顔の見える関係が築か

れており、発災時には、マニュアルに基づき、発災後の経過時間に応じたタイム

リーな応援が迅速・的確に受けられる。 

計画作成 

被害認定用 

資機材整備 

カウンター 
パート 
仕組み構築 

受援計画 

策定支援 

協定整理 

協定先との調整 

順次、マニュアル作成 

受援基地 

資機材整備 

応援者救急用

品資機材整備 

受援計画 

策定支援 
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寄り添い型・協働型避難者支援を実現する 

 

【実行方針】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 被災者一人ひとりに寄り添った支援を行うためには、まずは、被災者の状況

を把握し、被災者に対し、必要な情報を迅速・確実に伝達することが必要であ

る。 

 

 過去の地震災害において、被災者が避難所への避難のみならず、車中泊、テ

ント泊など多様な避難形態をとったことも踏まえ、多様な主体との連携により、

被災者を確実に把握し、被災者の立場に立った合理的配慮の提供を行う。 

 

また、避難所運営を市町の職員が担うことが多く、その結果、災害対応を行

う人員が不足することから、避難所の自主運営に向け、市町が自治会や自主防

災組織、NPO 等と連携して行う体制整備、避難所運営マニュアルの作成・見直

し、避難者名簿の整備、防災訓練の実施等を支援する。 

 

実行２ 



13 
 

 個別事項①  

 被災者の把握に向けた取組支援  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 避難者名簿の作成に向け、先進事例等の情報提供等、市町を支援します。 

 

② 在宅、車中泊、テント泊等による被災者の把握のための自主防災組織、消防団、

ボランティア、ＮＰＯ等と協働体制の構築について、市町を支援します。 

（過去の災害で課題となったこと） 

 ・ 在宅、車中泊、テント泊などによる被災者の実態把握が困難。このため、物資の

必要数量の算定も困難。 
 ・ 被災者一人ひとりの個別の事情が把握できない。 

（担当）防災危機管理局 

    健康福祉政策課 



14 
 

 個別事項②  

 多様な避難形態への対応  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 在宅、車中泊、テント泊等による被災者を想定した避難所運営マニュアル等の

作成、見直しについて、市町を支援します。 

 

② 市町、自主防災組織、消防団、ボランティア、ＮＰＯ等との連携による被災者

へ正しい情報を届けられる体制を整備します。 

 

③ 被災者が必要な情報を確実に入手することができるよう、テレビ、ラジオ、新

聞、インターネット、ＳＮＳ、Ｌアラート※など、多様な媒体を活用します。 

 

④ 専門的な医療や介護を必要とする被災者については、関西広域連合等と連携し

て、県外等でも必要な措置が受けられるよう支援します。 

 

※ Ｌアラート：災害情報共有システムの通称。国の機関や地方公共団体、報道機

関等の間で災害などに関する情報を共有する基盤で、これを通じ

て住民は避難情報をテレビやインターネット、緊急速報メールな

どで速やかに入手することができる。 

 

（過去の災害で課題となったこと） 

・ 在宅、車中泊、テント泊など、避難所外の被災者への情報伝達が困難。 
・ エコノミークラス症候群等による健康被害が発生。 
・ 専門的な医療や介護などは、地元で受けられない場合がある。 

（担当）防災危機管理局 

    健康福祉政策課 

    広報課 
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 個別事項③  

 避難所運営の多様な担い手との協働  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 自治会や自主防災組織、ＮＰＯ等と連携した避難所の自主運営体制の構築につ

いて、市町を支援します。 

 

② 自主運営を基本とした避難所運営マニュアル等の作成、見直しについて、市町

を支援します。 

 

③ 女性、子ども、若者、高齢者、障害者、外国人等多様な主体の意見を踏まえた

避難所の生活ルールづくりを推進します。 

 

④ ペット対策については、「滋賀県災害時ペット同行避難ガイドライン」や獣医師

会との協定を活用しながら市町を支援するとともに、避難所に応じた適切な対応

を周知します。 

（過去の災害で課題となったこと） 

・ 市町職員が避難所運営にあたり、他の災害対応を実施する人員が不足。 
・ 自主防災組織や避難者による避難所の自主運営はほとんどできていない。 
・ ペットの同行避難や施設内への受入れの可否等の情報が不足し、ペットの受入れ

の対応に苦慮。 
・ 時間の経過に伴い、避難所では要配慮者の割合が高くなり、自主運営が困難。 

（担当）防災危機管理局 

    健康福祉政策課 

    生活衛生課 

    女性活躍推進課 
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 個別事項④  

 複合災害時における屋内退避が困難な場合の避難  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 大規模地震の発生により原子力災害が発生した場合の屋内退避について、国の

方針を注視しながら、広域避難計画を見直します。 

  

② 大規模地震により避難道路が途絶した場合を想定し、主要避難道路の迅速な啓

開および応急復旧に向けた体制を構築します。 

 

③ 複数避難経路のネットワーク化を図ります。 

 

④ 災害時応援協定に基づき、県建設業協会との連携を進めます。 

 

⑤ 国の実動組織による救助計画等の策定を求めます。 

（過去の災害で課題となったこと） 

・ 原子力災害が発生した場合の屋内退避について、大規模地震との複合災害時におい

て、屋内に留まることが難しい場合がある。 

（担当）防災危機管理局 
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 目標とする姿（実行２） 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 市町、自治会や自主防災組織、ＮＰＯ等と連携し、在宅、車中泊、テント泊な

ども含め、被災者がもれなく把握できる。 

 

２ 被災者への情報提供を速やかに行うとともに、被災者への物資、医療等の支援

が臨機応変に行うことができる。 

 

３ 多様な団体・組織と連携した自主運営組織が、避難者と協力しながら避難所の

自主運営を行っている。 

 

４ 複合災害時の広域避難計画が見直され、「どのタイミングで」「どこに」「どうや

って」避難するのか訓練が繰り返し行われ、屋内に留まることが困難な場合でも

迅速に避難ができる。 
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【実行計画】 

○新規取組事項 （ ）内は実行主体 

項  目 H30 H31 H32 備考 

個別事項① 

・多様な避難者の把握に向け

た取組支援 

 

    

 

 

（県、市町） 

個別事項③ 

・避難所運営マニュアル等の

作成、見直し支援 

 

    

 

 

（県、市町） 

個別事項④ 

・複合災害時の広域避難計画

の見直し 

 

 

 

 

   

 

 

（県） 

 

○強化取組事項 （ ）内は実行主体 

項  目 備考 

個別事項② 

・避難所自主運営に対応した訓練、研修 

 

 

 

 

（県、市町） 

個別事項② 

・インターネット空間情報のモニタリング 

・Twitter、Facebookでの情報提供 

・県民の暮らし安心・安全で正しい情報の提供（365日放送） 

 

 

 

 

 

（県） 

 
  

把握方法 

の検討 

市町支援 市町支援 

課題の検討 

国との調整 
課題の検討 

国との調整 

計画見直し 

マニュアル作

成、見直し 

マニュアル作

成、見直し 
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要配慮者へ合理的配慮を提供する 

 

【実行方針】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実行３ 

大規模地震の際には、一般避難所が満員となり要配慮者の一時受入れができな

い、介護職員が確保できない等の理由から、要配慮者に十分な配慮がなされない

ことがあった。また、避難所における要配慮者の日常生活の介助や投薬、感染症

対策といった健康管理などが課題となった。 

 

国においては「避難所における良好な生活環境の確保に向けた取組指針」等の

避難所に関するガイドラインの改定が行われるとともに、「障害者差別解消法」が

施行され、避難所等においても要配慮者への合理的配慮が必要となった。 

 

こうしたことを踏まえ、災害時の要配慮者の避難支援に係るマニュアル等の改

定や要配慮者の避難者支援プラン（個別計画）の作成を支援し、多様な要配慮者

への個別的な配慮の提供や避難所の環境整備を行う。 

 

また、福祉避難所についての情報提供や広域連携、運営に携わる人材育成等を

行う。 
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 個別事項①  

 避難所の合理的配慮  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 避難所等において要配慮者への合理的配慮がなされるよう、避難所運営マニュ

アル等の作成、見直しについて、市町を支援します。 

 

② だれもが安心して避難生活を過ごすためには、どの避難所においても福祉的な

配慮を行う必要があることを踏まえ、要配慮者の特性に配慮した避難所運営の体

制整備等について検討・協議します。 

 

③ 障害者差別解消法に基づき、障害者等要配慮者に合理的な配慮を行い、差別、

障壁、排除のない防災に取り組みます。 

 

④ 避難所の運営について、研修会の実施や市町への情報提供を行い、災害対策に

女性の視点を十分反映させていきます。 

 

⑤ 被災者、支援者、子ども等のメンタルケアについて、ＤＰＡＴ※やボランティ

アによる支援体制を整備します。 

 

⑥ 外国人に対しては、関係機関との連携、外国人被災者向けの情報提供ボランテ

ィア制度の活用等により、被害の状況や避難所への誘導等、必要な情報を確実に

伝達できる取組を進めます。 

 

※ DPAT：Disaster Psychiatric Assistance Team 

       災害派遣精神医療チーム 

（過去の災害で課題となったこと） 

 ・ 避難所において、要配慮者の受入れができない、必要な介護職員が確保されない

等の状況があった。 
 ・ 一般避難所において、福祉スペースが確保できていない。 
 ・ 発災直後、女子更衣室や授乳スペースの設置を含め、女性に配慮した避難所運営

が不十分。 
 ・ 子ども等の心のケアについて、地域ごとに温度差がある。 
 ・ 外国人に対して、避難所生活のルールや専門用語を含む様々な情報の伝達が困難。 

（担当）健康福祉政策課 

    障害福祉課 

    観光交流局 

    女性活躍推進課 
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 個別事項②  

 避難行動要支援者の個別計画策定  
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 個別事項③  

 福祉避難所に関する情報提供  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（担当）防災危機管理局 

    健康福祉政策課 

    障害福祉課 

    健康寿命推進課 

① 避難行動要支援者の避難者支援プラン（個別計画）の策定を支援します。 

 

② 在宅人工呼吸器装着等の小児慢性特定疾病児童等および難病患者が安心して安

全に避難できる福祉避難所や、レスパイト入院※ができる病院等が定められるよ

う、市町における避難者支援プラン（個別計画）の策定を支援します。 

 

 ③ 市町からの求めに応じて保健所が避難行動要支援者情報の提供を行う等、市町に

おいて、在宅人工呼吸器装着等の小児慢性特定疾病児童等および難病患者の避難

者支援プラン（個別計画）の策定が進むよう、保健所が市町に対して積極的な支

援を行います。 

    

※ レスパイト入院：在宅の患者が、家族等の介護者の病気治療や休息等の理由

により、一時的に在宅で介護を受けることが困難になった

場合に、一時的に入院すること。 

（過去の災害で課題となったこと） 

 ・ 避難行動要支援者の個別計画が作成されていない。 
 ・ 避難行動要支援者の個別計画が活用されず、在宅の高齢者や障害者等の円滑な支

援が困難。 

① 災害時に要配慮者が速やかに支援ニーズに対応した避難所に避難できるよう、

要配慮者、支援関係者と併せて広く県民に対し福祉避難所についての周知に努め

ます。 

 

② 要配慮者の視点を取り入れた避難所チェックリスト等を作成し、要配慮者が安

心して過ごせる避難所の整備・運営ができるよう市町を支援します。 

（過去の災害で課題となったこと） 

 ・ 要配慮者等に対し、福祉避難所の制度についての周知がされていない。 
・ 一般避難所に避難者が溢れて混乱し、要配慮者の一時的な受入れが困難。 

 ・ 施設が被災し、福祉避難所が十分な機能を発揮できない。 

（担当）健康福祉政策課 



22 
 

 個別事項④  

 福祉施設等との広域福祉避難所の協定締結  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 個別事項⑤  

 人材育成  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（担当）健康福祉政策課 

① 県内の福祉施設等に対して、災害時に広域福祉避難所として利用できるよう、

必要な調整を行い、協定の締結を進めます。 

② 専門的な医療や介護を必要とする被災者については、関西広域連合等と連携し 

て、県外等でも必要な措置が受けられるよう支援します。(再掲) 

（過去の災害で課題となったこと） 

 ・ 被災者が多数となったり、福祉避難所が被災したりした場合には、市域、県域で

の要支援者の受入れが困難。 
 ・ 専門的な医療や介護などは、地元で受けられない場合がある。 

① 一般避難所から福祉避難所への移送の必要性の判断や、福祉避難所における人

的支援の方法を検討します。 

 

② 一般避難所におけるユニバーサルデザインの推進のため、市町職員等を対象と

した研修を実施します。 

（過去の災害で課題となったこと） 

 ・ 行政側も施設側も福祉避難所運営のノウハウがなく、情報共有や連携に課題があ

る。 
 ・ 施設の被災や一般避難者の受入れ、介護職員の不足などにより、福祉避難所制度

の十分な運用ができない。 

（担当）健康福祉政策課 

    防災危機管理局 
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 目標とする姿（実行３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 多様な当事者の参画のもと、避難所運営に係るマニュアル等が改定され、多様

な要配慮者への個別的な配慮の提供がなされ、避難所における良好な生活環境が

確保されている。 

 

２ 在宅人工呼吸器装着等の小児慢性特定疾病児童等および難病患者も含めた要配

慮者の避難者支援プラン（個別計画）が作成され、発災時は、支援者により速や

かに安否確認、避難、医療等支援が行われる。 

 

３ 福祉避難所に関する情報提供や避難所のチェック体制を整え、要配慮者が避難

所で排泄、食事、入浴、健康管理等の日常生活が安心して行うことができる。 

 

４ 広域福祉避難所の協定締結、関西広域連合等との連携により、避難者が多数と

なった場合や避難所が被災した場合、被災者の県外避難の調整を速やかに行うこ

とができる。 

 

５ 福祉避難所の運営訓練や人材育成を行い、ノウハウを広く周知することにより、

福祉避難所の運営が円滑に行うことができる。 
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【実行計画】 

○強化取組事項 （ ）内は実行主体 

項  目 備考 

個別事項① 

・避難所の合理的配慮のためのマニュアル等の策定、見直し支援 

 

 

（県、市町） 

個別事項② 

・避難行動要支援者個別計画の策定支援 

・避難行動要支援者情報提供 

 

 

（県、市町） 

個別事項③ 

・要配慮者の視点を取り入れた避難所の検討 

 

（県、市町） 

個別事項④ 

・広域福祉避難所の協定締結 

 

（県） 

個別事項⑤ 

・移送の判断、人的支援等の方法の検討 

・市町職員を対象とした研修の実施 

 

 

（県） 
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被災者の生活再建を支援する 

 

【実行方針】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実行４ 

 被災者の生活再建と被災地の復興を円滑かつ迅速に進めるため、被災者に対す

る各種支援制度の周知や相談窓口の一元化等、被災者の手続等に係る負担をでき

るだけ軽減するよう工夫する。 

 

仮設住宅の整備については、迅速な用地の確保と建設ができるよう用地選定等、

日頃からできる限り準備しておくとともに、「みなし仮設住宅」の活用を推進する。 

 

また、避難所や留守宅、仮設住宅等における各種の犯罪を抑制するため、地域

の自治会等による自主防犯体制の整備を支援する。 
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 個別事項①  

 被災者がワンストップで相談できる体制の充実・整備  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 災害により通信手段が十分に機能していない場合でも、できる限り多くの住民

に情報が届けられるよう、情報発信の手段を多様化します。 

 

② 災害救助法に基づく災害援護資金、見舞金等が速やかに交付できるよう、制度

を周知します。 

 

③ 被災者生活再建支援金が速やかに交付できるよう、市町と連携して制度を周知

します。 

 

④ 被災者が生活再建に向けての各種支援を円滑に受けることができるよう、相談

窓口の一元化を進めます。 

 

⑤ 権利擁護支援や生活困窮者支援等の活動を行う組織・団体と連携し、既存の福

祉制度の柔軟な活用を含めた包括的な支援の提供に努めます。 

（過去の災害で課題となったこと） 

 ・ 被災者の生活再建に必要な情報の発信が不十分。 
 ・ 各種支援の相談窓口が分散している。 
・ 被災者支援の各種施策のうち、担当部署が明確になっていないものがある。 
・ 現場での憶測発言や整理されていないデータの公表により、情報が錯綜。 

（担当）防災危機管理局 
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 個別事項②  

 仮設住宅の整備  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 応急仮設住宅が速やかに整備できるよう、市町が選定した用地の情報の共有・

更新、建設用地の把握、協定を締結している関係団体との連絡体制等の確認等を

適時に行います。 

 

② 公営住宅等の公的住宅の空き家・空き室の活用や民間の賃貸住宅等を借り上げ

て供与する「みなし仮設住宅※」について、関係団体と事前に協議を行い、現状

の把握や確保の方法を検討します。 

 

③ 住居を失った高齢者で高齢者向け住宅等を希望する者に対する円滑な情報提供

等の方法を検討します。 

 

④ ①から③までの内容を反映した「滋賀県応急仮設住宅マニュアル」を新たに整

備します。 

 

※ みなし仮設住宅：民間の賃貸住宅等の借上げによる応急仮設住宅 

（過去の災害で課題となったこと） 

・ 建設候補地の中に、土砂災害警戒区域等の指定基準に該当するものが確認される

など、用地選定が不適当なものがある。 
・ 住民の合意形成や地権者との交渉に時間を要する。 
・ 地震による地割れや浸水想定区域の存在などにより、建設用地の確保に苦慮。 
・ 立地によって、応募の多寡に大きな差ができる。 
・ 入居条件の緩和や、り災証明の２次調査の結果、相当数の追加建設要請があり、

必要戸数の把握に苦慮。 
・ 天候、作業員の確保困難等により、工期に遅れが生じる。 
・ 既存の民間賃貸住宅を活用する「みなし仮設住宅」について、関係機関との協議

や制度設計を行う十分な時間が確保できない。 
・ 被災した賃貸住宅も多く、みなし仮設住宅の確保に苦慮。 

 

（担当）住宅課、建築課 

防災危機管理局 

健康福祉政策課 
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 個別事項③  

 防犯体制の整備  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 震災時に、警察、市町、ボランティア、事業者等と連携して、犯罪情報の発信

に努め、被害の未然防止を図ります。 

 

② 犯罪被害に関する相談窓口の周知を図り、犯罪被害の早期の段階から適切な支

援を行います。 

 

③ 市町に対して、震災時にも自主的な防犯活動を展開できるよう常日頃から防犯

組織の立ち上げを支援します。 

（過去の災害で課題となったこと） 

 ・ 震災に乗じた各種犯罪の抑制のため、震災時の地域の安全を守る活動を常日頃か

ら構築する必要があった。 
 ・ 震災時においても、犯罪被害者からの相談に対応できるようにする必要があった。 

（担当）防災危機管理局 

    県民活動生活課 
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 目標とする姿（実行４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【実行計画】 

○新規取組事項 （ ）内は実行主体 

項  目 H30 H31 H32 備考 

個別事項② 

・滋賀県応急仮設住宅マニュ

アル作成 

 

 

 

   

 

 

（県） 

 

○強化取組事項 （ ）内は実行主体 

項  目 備考 

個別事項① 

・各種制度の周知、相談窓口のワンストップ化の推進 

 

 

 

（県、市町） 

個別事項③ 

・自主防犯組織の整備支援 

 

 

 

（県、市町） 

 

  

検 討 作 成 情報収集 

連絡体制確認 

１ 被災者に対し、生活再建支援のための各種制度が周知されるとともに、被災者

の相談窓口の一元化、担当部署の明確化ができており、被災者が混乱することな

く生活再建に向けた支援が受けられる。 

 

２ 「滋賀県応急仮設住宅マニュアル」が整備されることにより、公営住宅等の空

き室、みなし仮設住宅、多様な民間賃貸住宅等への被災者の入居が速やかに行え、

応急仮設住宅の用地確保、建設についても速やかに行うことができる。 

 

３ 市町、ボランティア、事業者等と連携し、地域の自治会等の自主防犯体制が整

備され、災害時の地域の安全が保たれている。 
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県と市町・市町間の連携を強化する 

 

【実施方針】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実行５ 

過去の地震災害では、家屋の被害認定、り災証明の発行等の事務に相当の人

員および時日を要し、結果として、被災者の迅速な生活再建に支障をきたした。 

 

また、発災直後からの一定期間、市町においては、避難所運営、窓口業務等

に当たる人員が不足した。 

 

こうした状況は、県内のすべての市町においても起こることが想定されるこ

とから、家屋被害認定業務等を実施できる人材の育成等、県による市町業務の

支援等について検討するとともに、市町間でのカウンターパート方式による相

互応援の仕組みを構築する。 

 

併せて、水道応急対策や災害廃棄物処理に係る市町の取組を支援する。 
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 個別事項①  

 家屋被害認定・り災証明発行業務支援  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 個別事項②  

 被災建築物・宅地応急危険度判定業務支援  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 国土交通省とも連携し、判定業務の実施体制を整備します。 

 

② 迅速に判定業務を行えるよう、判定士および判定コーディネーター（判定調整

員）を養成します。 

（過去の災害で課題となったこと） 

 ・ 判定士の確保および判定士への連絡が困難。 
 ・ 判定業務の実施本部設置が遅れる。 
・ 関係機関（市町、県、他府県、国）との連絡調整に時間を要する。 

 ・ 調査する区域の分担等ができていない。 

① 家屋被害認定業務を実施できる人材を育成するため、効果的な研修を実施しま

す。また、ＤＡＴＳ※により家屋被害認定のスキルアップを図ります。 

 

② 家屋被害認定ができる民間団体との協定締結を検討します。 

 

③ 被災者台帳システム（り災証明書発行システム）の導入について検討します。 

 

④ 家屋被害認定を被災者自身が行う「確定申告方式」の導入の可能性を検討しま

す。 

 

※ DATS：Damage Assessment Training System 

       災害に係る住家被害認定調査のための応用的研修 

（過去の災害で課題となったこと） 

 ・ 家屋被害認定業務を実施できる人員が圧倒的に不足。 
 ・ 家屋被害認定の基準が統一されていない。 
 ・ 訓練を受けていない行政職員が被災現場に入ることは困難かつ危険。 

（担当）建築課 

    住宅課 

（担当）防災危機管理局 
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 個別事項③  

 避難所となる民間建築物の耐震化支援  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 個別事項④  

 水道応急対策支援  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 漏水調査から修理完了、再送水まで一連の作業ができる、工事業者も含んだ体

制を整備します。 

 

② 水道応急給水に関する他事業体への応援や受援については、被災事業体、生活

衛生課水道係、日本水道協会（被災地方支部、救援本部）、厚生労働省水道課が役

割分担し、応急給水を行う体制が確立されていますが、災害時に円滑な応急給水

が可能となるよう、県内水道事業体を対象とした研修会や訓練を今後も継続しま

す。 

 

③ 水道施設の応急復旧については、滋賀県管工事業協同組合連合会との災害時応

援協定を活用します。 

（担当）企業庁 

    生活衛生課 

（過去の災害で課題となったこと） 

 ・ 地震の被害および余震への備えに伴う避難者を受け入れる避難所が不足した。 

① 大規模災害時に避難生活者を一定期間受け入れること等について建築物所有

者等と市町の長が協定等を締結している等の要件を満たす民間建築物に対し、市

町が実施する耐震化事業を支援します。 

（担当）建築課 



33 
 

 個別事項⑤  

 災害廃棄物対策支援  

 ア 市町の災害廃棄物処理体制の整備・強化への支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 イ 県の災害廃棄物処理体制の整備・強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 市町において、災害廃棄物処理体制が早期に整備・強化されるよう、市町が行

う災害廃棄物処理計画の策定を支援します。 

 

② 災害廃棄物処理に係る最新の知見や法令等の情報提供や訓練等を内容とした研

修会を開催し、市町の災害廃棄物処理計画の適正な運用を支援します。 

 

③ 市町等が設置する廃棄物処理施設は、災害廃棄物処理など被災後の復興に重要

な役割を果たすこととなるため、管理者が施設の耐震化など適切な耐震対策を講

じるよう助言等を行います。 

（過去の災害で課題となったこと） 

 ・ 災害廃棄物処理に対応できる体制や対応手順等が十分に確立されていなかった自

治体において、発災当初の対応に混乱が生じた事例もある。 

① 廃棄物処理施設の整備や仮置場確保をはじめとする市町等における災害廃棄物

処理体制への支援や、訓練・研修、県民・事業者等への情報提供などの滋賀県災

害廃棄物処理計画に基づく災害廃棄物対策の取組を推進します。 

 

② 滋賀県災害廃棄物処理計画をより実効性の高いものとするため、災害廃棄物処

理に係る最新の知見・技術や訓練結果等を踏まえ、発災時にとるべき対応や手順

等の見直しを継続的に行います。 

（担当）循環社会推進課 

（担当）循環社会推進課 
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 ウ 広域的な災害廃棄物処理の連携体制構築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 個別事項⑥  

 市町間でのカウンターパート方式による相互応援の仕組みの構築  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 被災市町単独で災害廃棄物を処理することが困難な事態を想定し、市町等間や

関係団体と災害廃棄物処理に係る県内における広域連携を図ります。 

 

② 県内で災害廃棄物を処理することが困難な事態を想定し、近畿および中部の「大

規模災害時廃棄物対策地域ブロック協議会」が定めた災害廃棄物の広域連携に係

る計画や災害時の応援協定等に基づき、国や他府県、関係団体等と都道府県域を

越える災害廃棄物処理に係る広域連携を図ります。 

（過去の災害で課題となったこと） 

 ・ 災害廃棄物の大量発生や廃棄物処理施設の被災等により、災害廃棄物処理の一部

を広域連携のもとで対応した事例がある。 

① 市町間でのカウンターパート方式による相互応援の仕組みを、市町と連携しな

がら構築します。（再掲） 

（担当）循環社会推進課 

（担当）防災危機管理局 
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 目標とする姿（実行５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 県内の全ての市町が民間団体等との連携の下で、家屋被害認定業務およびり災

証明業務を迅速、正確に行うことができる。 

 

２ 被災建築物・宅地応急危険度判定業務の判定士および判定コーディネーター（判

定調整員）が相当数養成されており、迅速に判定業務が行える。 

 

３ 避難所として活用される建築物が、地震に対して安全な構造となる。 

 

４ 漏水調査から修理完了、再送水まで一連の作業ができる工事業者も含んだ体制

が整備できている。また、県内水道事業体を対象とした研修会や訓練により、災

害時における円滑な応急給水、水道施設の応急復旧ができる。 

 

５ 県および全ての市町に災害廃棄物処理計画が策定されるとともに、災害廃棄物

処理に係る最新の知見や法令等の情報提供や訓練等を内容とした研修会を開催す

ることにより、災害廃棄物に的確に対応できる。 

 

６ 市町は、市町間のカウンターパート方式による相互応援の仕組みに基づき、被

災地に自動的に参集し、直ちに災害応急対策に当たることができる。（再掲） 
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【実行計画】 

○新規取組事項 （ ）内は実行主体 

項  目 H30 H31 H32 備考 

個別事項① 

・確定申告方式による家屋被

害認定方法の検討 

    

 

（県、市町） 

個別事項⑥ 

・市町間のカウンターパート

の仕組みの構築 

    

 

（県、市町） 

 

○強化取組事項 （ ）内は実行主体 

項  目 備考 

個別事項① 

・家屋被害認定研修の実施 

・民間団体との協定締結の検討 

 

 

 

 

（県） 

個別事項② 

・判定士および判定コーディネーター（判定調整員）の養成 

・危険度判定連絡体制の整備 

【新規登録者】 

判定士：建築（70人/年）宅地（70人/年） 

判定ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ：建築（20人/年） 

判定調整員：宅地（20人/年） 

 

 

 

 

 

 

 

（県） 

個別事項③ 

・避難所として活用される建築物の耐震化支援 

 

 

（県） 

個別事項④ 

・災害、水道事故等を想定した机上演習訓練の実施 

 

 

 

（県） 

個別事項⑤ 

・市町の災害廃棄物処理計画の策定の支援 

 

H29滋賀県災

害廃棄物処理

計画策定 

（県） 

  

カウンター
パート 
仕組み構築 

情報収集・検討 
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当事者力・地域力を高める 

 

【実施方針】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実行６ 

 過去の地震災害の被災地支援にあたった職員によると、被災者の多くが「まさ

かここで地震が起こるとは思っていなかった」との認識であったとのことであ

る。 

 

 地震発生時に命を守るためには、県民一人ひとりが日頃から地震に対し、「正

しく知って、正しく備える」ことが最も重要であることから、県民一人ひとりが

地震に対する理解を深め、しっかりと備えることができるよう、より一層工夫を

凝らした研修・啓発等を実施する。 
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 個別事項①  

 当事者力・地域力の向上  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（過去の災害で課題となったこと） 

 ・ 「災害は起こらないもの」という意識が根強い。 
 ・ 住宅等の既存建築物の耐震化が十分でない。 
 ・ 家具の固定等ができていない世帯が多い。 
 ・ 食料、飲料水、非常持出品が準備されていない。 
 ・ 地震後の梅雨前線による豪雨に伴い、多数の土砂災害が発生。 

① 県民一人ひとりが「災害はいつ、どこでも起こるもの」ということをしっかり

と意識し、住宅の耐震化、家具の固定、備蓄品の準備など、日頃からの備えを行

うことができるよう、これまで実施している防災カフェ、各種研修、出前講座、

啓発等に加え、より一層、当事者力の向上を図れるような研修・啓発を実施しま

す。 

 

② 「滋賀県既存建築物耐震改修促進計画」を市町と連携して推進することにより、

既存建築物の耐震診断および耐震改修を計画的に促進します。 

 

③ 「家庭」、「事業所」、「地域コミュニティ」での減災の取組として、家庭および

事業所での備蓄および地域コミュニティレベルでの実践的な防災訓練の実施につ

いて啓発します。 

 

④ 地震の影響による土砂災害発生リスクの増大等について、啓発します。 

 

（担当）防災危機管理局 

    建築課 



39 
 

 個別事項②  

 倒壊により閉塞のおそれのある緊急輸送道路沿道の建築物の耐震化  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 個別事項③  

 中小企業の事業継続計画策定等支援  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 重要な事業を早期に復旧・継続できるよう、県内中小企業・小規模事業者に対

するＢＣＰ策定支援として、研修会開催や手引き作成等の支援を実施してきたと

ころですが、計画未策定の企業もあることから、今後も継続して支援を行います。 

 

② 損害保険会社との連携等による、ＢＣＰ策定の支援体制を整備するための施策

を検討します。 

 

（担当）防災危機管理局 

    中小企業支援課 

（過去の災害で課題となったこと） 

 ・ 大規模地震発生により倒壊した建築物が道路を閉塞し、住民の避難や緊急支援物

資の輸送に重大な支障をきたした。 

① 地震発生時に広域的な避難のために通行を確保すべきとして「滋賀県既存建

築物耐震改修促進計画」に指定する道路において、倒壊による閉塞のおそれが

ある沿道建築物の耐震化を支援します。 

（担当）建築課 
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 個別事項④  

 自主防災組織の充実強化  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 自主防災組織の活性化に向けた市町の取組を支援するため、自主防災組織向け

の研修や資機材整備への補助を実施します。 

 

② 「地区防災計画」の策定を支援します。 

（過去の災害で課題となったこと） 

 ・ 住んでいる地域の災害リスクを住民が覚知していない。 
 ・ 自主防災組織がないか、あっても活動がほとんどないため、住民相互の安否確認

や救命救護、避難所の自主運営等ができない。 
 ・ 地域における災害の記録・記憶が伝承されていない。 

（担当）防災危機管理局 
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 目標とする姿（実行６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 県内の住宅の耐震化、家具の固定、備蓄品の準備など、県民の日頃からの備え

が浸透しており、災害時の家屋や家具の倒壊による被害が最小限に抑えられる。 

 

２ 発災時でも、県民の広域的な避難が円滑に行われる。 

 

３ 県内中小企業・小規模事業者が、事業継続計画の策定や施設の耐震化を進め、

被災時にライフライン等、重要な事業を復旧・継続できる体制を構築する取組が

進んでいる。 

 

４ 自主防災組織の活動が活性化し、先進的な地域では避難所の自主運営が行われ

ている。また、地区防災計画の策定が活発化している。 
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【実行計画】 

○強化取組事項 （ ）内は実行主体 

項  目 備考 

個別事項①③ 

・研修・交流プログラムによる研修・交流・展示事業、防災カフェ、

出前講座等の実施 

 

 

（県） 

個別事項① 

・土砂災害に関する出前講座の実施 

 

（県） 

個別事項① 

・「滋賀県既存建築物耐震改修促進計画」の推進 

 

（県） 

個別事項② 

・緊急輸送道路沿道建築物の所有者への耐震化支援 

 

 

（県） 

個別事項③ 

・ＢＣＰ策定研修会の実施（損保会社との連携事業を含む。） 

  ２回/年 開催 

  研修会に参加した企業３社がＢＣＰを策定 

・ＢＣＰ作成の手引きの作成 

 

 

 

 

 

（県） 

個別事項④ 

・自主防災組織リーダー研修会 

・資機材整備への支援 

・地区防災計画策定支援 

 

 

 

（県） 
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ハード・ソフト両面にわたる行政の災害対応能力を高める 

 

【実施方針】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実行７ 

 過去の大規模災害時においては、災害対策の拠点となる庁舎や避難所となる

べき公共施設が被災して使用不能となった、幹線道路や緊急輸送道路が被災し

て救急救護活動、物資輸送等に支障が生じた、行政職員が果たすべき役割を認

識していない等により、迅速かつ的確な災害応急対策が行えなかった事例もあ

ったところである。 

 

 このため、研修・訓練を通じた職員の防災意識・災害対応能力の向上、代替

施設の確保、インフラの耐震性・多重性の確保等、行政の対応力の充実・強化

等を図る。 

 

 また、災害時においても、必要最低限の県民サービスを維持できるよう、業

務継続計画の定期的な見直しと必要な訓練を実施する。 
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 個別事項①  

 危機管理センターを拠点とした災害対応の充実強化  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 個別事項②  

 職員の防災意識・災害対応能力の向上と健康に配慮した体制整備  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 全庁を挙げて迅速・的確な災害対応を行うことができるよう、全職員を対象と

した研修や訓練を実施します。 

 

② 長期間にわたり対応が必要な災害が発生した場合における職員の勤務体制（ロ

ーテーション）について、あらかじめ検討します。長期間にわたる災害対応を想

定した職員のローテーションを検討します。 

 

③ 災害対応に従事する職員の心のケアの推進に取り組みます。 

 

④ 職員用の食料、飲料水の備蓄量について、見直しを行います。 

（過去の災害で課題となったこと） 

 ・ 職員の防災意識、災害対応のスキルが不足。 
 ・ 災害に対する備えができておらず、被災して参集できない職員がいる。 
 ・ 事前に定めていた参集基準、参集場所等が職員に浸透していない。 
 ・ 長時間勤務者が大幅に増加し、心身の不調を訴える者が増加。産業医も不足。 
 ・ 備蓄食料の不足、店舗の被災等により、職員用の食料が不足。 

① 危機管理センターを拠点とした災害対策本部機能の充実強化を図ります。 

 

② 各地方合同庁舎に設置される地方本部の機能の充実強化を図ります。 

 

③ 各種マニュアル、業務継続計画等の定期的な見直しを行います。 

 

④ 本部運営訓練、緊急初動対応訓練などの各種訓練、防災情報システム操作研修

等、災害時に危機管理センターの機能を十分に発揮するための訓練や研修を実施

します。 

 

⑤ 報道機関等と連携して、被害状況やライフライン等の情報を即時に発信するこ

とができるよう、あらかじめ取材の方法や窓口、資料提供の内容等について調整

します。 

（担当）防災危機管理局 

（担当）防災危機管理局、人事課、 

総務事務・厚生課、全所属 
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 個別事項③  

 県有施設等におけるソフト対策による機能強化  

 ア 代替施設の検討、拠点の早期復旧、避難所としての機能維持 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 イ 情報システムの点検、強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① びわ湖情報ハイウェイ※、庁内ＬＡＮおよび基幹情報システムについて、想定

および通信基盤等の災害への耐性に係る再点検等を実施するとともに「びわ湖

Free Wi-Fi※」の活用策を検討するなど、必要に応じて対策の強化を図ります。 

 

② しらせる滋賀情報サービス※を提供するシステムについて、平成 31年 2 月のシ

ステム更新にあたり、機器や回線、電源等の災害への耐性について検討します。 

 

③ 新システムに必要な対策を講じるほか、現システムにおいても対応すべき課題

がある場合は改修等を検討します。 

 

④ 情報セキュリティ抜本的強化策の一環として実施するインターネット利用環境

の分離においては、災害時における情報伝達や情報収集に支障を生じず、円滑な

対応ができるようにします。 

 

※ びわ湖情報ハイウェイ：「参考資料 ２ 用語説明 P52」参照 

※ びわ湖 Free Wi-Fi：「参考資料 ２ 用語説明 P53」参照 

※ しらせる滋賀情報サービス：「参考資料 ２ 用語説明 P52」参照 

① 庁舎が被災した場合に備え、代替施設について検討します。当面は被災を免れた

県有施設等の空きスペースを利用して機能を分散するなど、業務継続が可能となる

よう検討を行います。 

 

② 広域輸送拠点、飛行場外着陸場、避難所などについては、早期の復旧を図る必要

があるため、各施設の管理者は、二次災害発生のおそれや継続的な使用の可否を判

断するため、被害状況を速やかに関係機関に報告するものとします。 

 

③ 避難所に指定されている県有施設における地震発生時の市町への協力体制、施設

管理者または施設所有者として対応すべきこと等について、再確認を行います。 

 

④ 関係業者等と災害時応援協定を締結するなどにより、早期復旧に向けた体制を整

備します。 

（過去の災害で課題となったこと） 

 ・ 庁舎の被災やライフラインの不通により、災害対策本部業務、通常業務に支障。 

（担当）情報政策課・各システム所管課 

（担当）防災危機管理局 

    各施設所管課 
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ウ 業務継続計画、重要書類等の保護、各種マニュアル等の検証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 熊本地震のような強い揺れが複数回発生する事態を想定し、業務継続計画の実

効性や課題等を検証し、必要な見直しを行います。 

 

②  重要なデータ等については、滅失に備え、日頃から情報政策課のファイルサー

バ（自動的にバックアップが行われる）を利用するとともに、これを利用しない

場合はバックアップの徹底を図ります。 

 

③ 庁舎等が被災した場合に備え、重要書類やパソコン等については安全な場所に

速やかに移動できるよう、それらの優先順位、持ち出しの手順、移動後の保護策

等について、整理します。 

 

④ 地震発生後の審査業務について、支払内容による優先度、審査体制の確保、支

払いの猶予等の措置、必要書類、資料等の提出が困難な場合の対応等を確認・検

討します。 

 

⑤ 地域によって気候や地質が異なり、必要なものが変化することも想定されるた

め、季節や地域特性などを考慮した留意事項を各種マニュアル等に反映します。 

 

（過去の災害で課題となったこと） 

 ・ 庁舎が被災し、重要な書類やデータが取り出せなくなった。 
 ・ 出納整理期間という財務会計事務として 1 年で最も繁忙な時期に災害が発生。 

（担当）防災危機管理局 
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 個別事項④  

 県有施設等のハード対策等による機能確保  

ア 公共構造物の地震対策の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 地震防災対策特別措置法第２条に基づく、「第５次地震防災緊急事業五箇年計

画」（平成 28 年度～平成 32 年度）に基づき、避難路の整備、公的建物の耐震化等

のハード整備を推進します。 

  ・ これまで第 1 次、第２次緊急輸送道路や、跨線橋、跨道橋の耐震対策を実施してき

たところであり、第３次緊急輸送道路の橋梁においても対策を進めます。 

・ 彦根港について、取得済みの臨港地区内緑地ヤードを災害時の防災拠点として機能

を発揮するための整備を行います。 

・ 長浜港について、湖上輸送などの緊急輸送ネットワーク拠点としての機能を確保で

きるよう耐震強化岸壁の整備を進めます。 

・ 今後も、地震時における土砂災害被害の軽減にもつながる土砂災害対策施設整備等

を推進します。 

 

② 土砂災害特別警戒区域等の指定を推進し、警戒避難体制整備と危険箇所への住

宅や要配慮者利用施設の新規立地を抑制します。 

 

③ 円滑な災害対応のためのリダンダンシー（多重化）確保および予防保全対策を

進めます。 

 

④ 孤立発生危険箇所の対策優先順位を高め、事前通行規制区間等の法面対策事業

を一層進めます。 

（過去の災害で課題となったこと） 

 ・ 兵庫県南部地震以降、全国的に橋梁の耐震対策に取り組んできた結果、熊本地震

においては、対策済みの橋梁で効果が確認された。 
・ 土砂災害特別警戒区域に公共施設が存在している。 
・ 法面からの落石や岩盤崩壊により、代替のない道路が通行不能になるなどして、

住民の孤立が発生した。 

（担当）各事業所管課 
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イ 敷地周辺の修繕対策の検討、資機材整備 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 県有施設等の敷地内での地盤沈下等、強い揺れが連続した場合を想定した対策

を検討します。 

 

② 敷地内設備の吊り天井やガラスなど、施設内設備の破損・落下による二次災害

のおそれがある箇所の予防対策を講じます。 

 

③ 県有施設等の窓ガラス等の簡易な復旧に要する資材を備蓄します。 

 

④ 災害対応の支障となる土地の変状等への対応については、国の動向等を注視す

るとともに個々のマニュアルに項目を加え、整理します。 

 

⑤ 施設内設備については、施設老朽化等の対策と併せ、機能保全・修繕を行うと

ともに、必要な資材を備蓄します。 

（担当）各施設所管者 
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 目標とする姿（実行７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 発災時には、自主的に職員が参集して果たすべき役割を確実に果たし、災害応

急対策が速やかに行われる。 

 

２ 県有施設の耐震化、代替施設の確保等により、災害対応に必要な行政機能が確

保されている。また、道路等インフラの被害が最小限に抑えられる。 

 

３ 情報システムの点検・強化により、発災直後でも、情報伝達発信を円滑に行い、

混乱することなく災害対応にあたることができる。 

 

４ 業務継続計画、各種マニュアル等の不断の見直しを行っており、災害時に優先

業務を滞りなく遂行することができる。 
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【実行計画】 

○強化取組事項 （ ）内は実行主体 

項  目 備考 

個別事項① 

・本部運営訓練、緊急初動対応訓練、防災システム操作研修等 

・業務継続計画、各種マニュアルの見直し 

 

 

（県） 

個別事項② 

・職員の災害研修、訓練 

・ローテーションの作成 

・メンタルヘルス対策の検討 

 

 

 

（県） 

個別事項③ 

・代替施設等の検討 

・しらせる滋賀情報サービスのシステム更新 

・業務継続計画、各種マニュアルの見直し 

 

 

 

（県） 

個別事項④ 

・「第５次地震防災緊急事業五箇年計画」の推進 

 

 

（県） 

個別事項④ 

・法面対策事業 

（事前通行規制区間の解消） 

 

 

（県） 

個別事項④ 

・県有施設の予防対策復旧資材の備蓄 

 

 

（県） 
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 参考資料  

 １ 滋賀県地震防災プラン事業見込額一覧  

 

事業内容 H30 H31 H32 計

4 2 2 8
・受援計画の策定
・多様な団体による支援の効率的な活用
・災害時応援協定のブラッシュアップ

①受援計画の作成・支援
②地震防災に関する県民意識調査
③受援資機材の整備
④啓発パンフレットの作成
⑤災害時応援協定運用マニュアルの作成
⑥実働訓練

8 8 8 24
・複合災害時における屋内退避が困難な場合の
避難

①地域防災計画のための検討
②原子力防災訓練の実施
③原子力防災パンフレットの作成

1 1 1 3
・人材育成 ①市町向け研修会の開催

②避難支援等関係者、当事者を含む研修会の開催

- - - -
・被災者がワンストップで相談できる体制の充実・
整備
・仮設住宅の整備
・防犯体制の整備

13 15 7 35
・被災建築物・宅地応急危険度判定業務支援 ①判定士の養成・登録・名簿の作成

・避難所となる民間建築物の耐震化支援 ①要緊急安全確認大規模建築物の耐震改修の補助

・水道応急対策支援 ①応急給水支援等、水道事業体向け研修会の開催

45 33 33 111
・当事者力・地域力の向上 ①市町等防災担当者研修

②自主防災組織リーダー研修（防災士養成事業）
③災害から子供を守る研修会等
④防災カフェの実施
⑤耐震診断員、耐震改修設計・施行者育成
⑥啓発リーフレットの印刷、自治会への出前講座
⑦木造住宅耐震化啓発セミナー等開催
⑧市町への木造住宅耐震診断員派遣支援、木造住宅耐震補強
案作成支援
⑨耐震シェルター等の設置に関する費用の補助

・倒壊により閉塞のおそれのある緊急輸送道路
沿道の建築物の耐震化

①避難路沿道建築物の耐震診断,改修、設計への補助

6,442 8,025 7,636 22,103
・危機管理センターを拠点とした災害対応の充実
強化

①防災総合訓練の実施
②防災特別番組の作成・放送

・県有施設等におけるソフト対策による機能強化 ①地域情報システム（しらせる滋賀情報サービス）の更新

・県有施設等のハード対策等による機能確保

　ア　公共構造物の地震対策の推進 ①都市計画道路の整備
②緊急輸送道路橋梁の耐震化
③緊急輸送港湾施設の整備
④砂防施設、治山施設、地すべり防止施設の整備
⑤急傾斜地崩壊防止施設の整備
⑥ため池の整備
⑦法面施設の整備　　　　　　　　　　　　　　　等

　イ　敷地周辺の修繕対策の検討、資機材整備 ①簡易復旧資材の備蓄

6,513 8,084 7,687 22,284
※百万円未満切上げ

※H31,H32の見込額については、毎年度、見直しを行います。

実行７　ハード・ソフト両面にわたる行政の災害対応能力を高める

合　　計

実行２ 　寄り添い型・協働型避難者支援を実現する

実行３　 要配慮者へ合理的配慮を提供する

実行５　県と市町・市町間の連携を強化する

実行４　 被災者の生活再建を支援する

実行６　当事者力・地域力を高める

・災害廃棄物対策支援 ①滋賀県災害廃棄物対策検討会議の開催
②災害廃棄物処理図上訓練の実施
③市町における災害廃棄物処理計画の策定支援
④災害廃棄物処理に係る普及啓発

（単位:百万円）

項　　　目

実行１　多様な団体・組織との連携を含めた受援体制を整備する
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 ２ 用語説明  

 

「カウンターパート方式」 

・被災自治体それぞれに対して、ペアとなる自治体を決め、その自治体が責任

をもって継続的に担当の被災自治体への支援を行う方式。 
 

「合理的配慮」 

・女性、子ども、若者、高齢者、障害者、外国人等が、災害時に不都合を感

じないよう、過度の負担にならない範囲で必要かつ適当な変更や調整（配慮）

を行うこと。 
 

「しらせる滋賀情報サービス」 

・防災・防犯等の身の回りの危険に関する情報を、希望の方へ電子メールで配

信する県のサービス。 
 

「受援」 

・被災地に対して行われる人的・物的支援を受け入れること 
 

「当事者力（自助）」、「地域力（共助）」、「行政力（公助）」 
「当事者力（自助）」 
・県民、企業、団体、施設、ボランティア、ＮＰＯ等の多様な主体が、日

頃から災害を正しく理解し、災害に正しく備え、災害発生時には自ら判断

し行動する力。 
 

「地域力（共助）」 
・自治会、自主防災組織、ボランティア、ＮＰＯ等が普段から顔の見える

関係を築き、災害時にはしっかり連携して、災害対応を行う力。 
 

「行政力（公助）」 
・災害発生時にも、ハード、ソフト両面の行政機能が確保されており、業

務継続計画、各種マニュアル等に基づき災害応急対策および災害時優先業

務を遂行する力。 
 

「びわ湖情報ハイウェイ」 

・県内6ヶ所に設置する通信拠点を結ぶ基幹網と各通信拠点と県庁および合同

庁舎や県の出先機関、市町、県立学校等を結ぶアクセス網とで構成される、高

速で信頼性の高い情報通信ネットワーク。 
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「びわ湖 Free Wi-Fi」 

・県内の経済団体や企業、自治体などで構成する「滋賀県無料Wi-Fi整備促進

協議会」が普及を図っている無料Wi-Fi。 
 

「ブラッシュアップ」 

・現在の状況を見直して、必要に応じて修正を加えたりすることによって、よ

り良いものに仕上げること。 

 

「みなし仮設住宅」 

・民間の賃貸住宅等の借上げによる応急仮設住宅 
 

「レスパイト入院」 

・在宅の患者が、家族等の介護者の病気治療や休息等の理由により、一時的に

在宅で介護を受けることが困難になった場合に、一時的に入院すること。 
 

「ＢＣＰ」 

Business Continuity Plan 

・業務継続計画 
 

「ＤＡＴＳ」 

Damage Assessment Training System 

・災害に係る住家被害認定調査のための応用的研修 

 

「ＤＰＡＴ」 

Disaster Psychiatric Assistance Team 

・災害派遣精神医療チーム 
 

「ＪＶＯＡＤ」 

Japan Voluntary Organizations Active in Disaster 

・特定非営利活動法人 全国災害ボランティアネットワーク 
 
 

「Ｌアラート」 
・災害情報共有システムの通称。国の機関や地方公共団体、報道機関等の間で

災害などに関する情報を共有する基盤で、これを通じて住民は避難情報をテレ

ビやインターネット、緊急速報メールなどで速やかに入手することができる。 
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 ３ （仮称）滋賀県地震防災プラン検討会議概要  

〇（仮称）滋賀県地震防災プラン検討会議設置運営要綱 

（設置） 

第１条 平成 28 年熊本地震等の教訓を踏まえ、地震防災対策のさらなる充実強化を

図るため、地震防災対策の基本的な考え方、スケジュール等について定める「（仮

称）滋賀県地震防災プラン」（以下「プラン」という。）を策定するに当たり、学

識経験者、地域防災アドバイザー、市町職員等からも広く意見を聴取し、もってプ

ランの実効性を確保するため、「（仮称）滋賀県地震防災プラン検討会議」（以下

「検討会議」という。）を設置する。 

 

（所掌事務） 

第２条 検討会議は、次の事項を所掌する。 

（１）プランの策定に関すること 

（２）その他プランの策定に関し必要な事項 

 

（構成） 

第３条 検討会議の委員は、別紙のとおりとする。 

２ 検討会議には、議長を置き、防災危機管理監が指名する者をもって充てる。 

３ 議長に事故があるときは、議長があらかじめ指名する委員が職務を代理する。 

 

（会議） 

第４条 検討会議は、議長が招集する。 

２ 議長は、検討会議の目的を達成するために必要と認めるときは、検討会議に委員

以外の者の出席を求めることができる。 
 
（庶務） 

第５条 検討会議の庶務は、総合政策部防災危機管理局地震・危機管理室が行う。 

 

（その他） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、検討会議の運営に関し必要な事項は、別に定

める。 

 

   付 則 

 この要綱は、平成 29年 5 月 29 日から施行する。。 
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別紙 

〇 (仮称）滋賀県地震防災プラン検討会議 委員名簿 

議長：立木
たつき

 茂雄
しげお

 同志社大学社会学部教授 

  
 

【敬称略、五十音順】

氏名 団体・所属・役職等 

伊藤
いとう

 善紀
よしのり

 滋賀県消防長会会長 

大黒
おおぐろ

 栄一
えいいち

 滋賀県トラック協会事務局参事 

太田 直子
おおた   なおこ

 たかしま災害支援ボランティアネットワーク「なまず」代表 

坂田 しのぶ
さかた     

 びわ湖放送株式会社放送管理局報道制作部次長 

立木 茂雄
たつき   しげお

 同志社大学社会学部教授 

谷口 郁美
たにぐち  いくみ

 滋賀県社会福祉協議会事務局次長 

西澤
にしざわ

 宏文
ひろふみ

 東近江市総務部危機管理課長補佐 

陌間 秀介
はざま   ひでゆき

 愛荘町総務課長 

藤田
ふじた

 英治
えいじ

 高島市政策部危機管理局防災課長 

松川 杏寧
まつかわ  あんな

 人と防災未来センター研究員 

松野
まつの

 克樹
かつき

 滋賀県防災危機管理監 

丸山
まるやま

 忠司
ただし

 大津市総務部危機・防災対策課長 

吉田 準
よしだ   じゅん

 日本放送協会大津放送局放送部長 
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〇（仮称）滋賀県地震防災プラン検討会議開催経過 

 平成29年6月14日   第１回検討会議 

  ・「平成28年熊本地震の教訓を踏まえた課題と対応策」について 

  ・「（仮称）滋賀県地震防災プランの構成（原案）」について 

  ・「（仮称）滋賀県地震防災プラン検討会議」の進め方について 

平成29年6月28日  ワークショップ実施 

 ・「（仮称）滋賀県地震防災プラン」に盛り込む項目についての整理 

平成29年8月2日   ワークショップ実施 

・「（仮称）滋賀県地震防災プラン」に盛り込む項目についての整理 

平成29年9月13日  第２回検討会議 

 ・ワークショップによる項目整理結果について 

 ・「（仮称）滋賀県地震防災プラン（素案）」について 

平成29年11月16日  第３回検討会議 

 ・「（仮称）滋賀県地震防災プラン（素案）」について 

平成30年2月2日   第４回検討会議 

  ・「（仮称）滋賀県地震防災プラン（案）」について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



57 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



58 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表紙 
 滋賀県に大きな被害を及ぼす地震の想定震度を重ね合わせた震度分布図  
 表紙の地図は、地震が起こった場合にどの場所がどれくらいの震度になるのか示す「震

度分布図※１」について、滋賀県に特に大きな影響を及ぼす地震を起こすおそれがある５

つの活断層※２による直下型地震、南海トラフ地震の計６枚を重ね合わせ、各地点の最も

大きな震度を表示したものです。 
 この図から、地震が発生する場所しだいでは、県内のほとんどの地域で、震度６弱から

７の強い揺れが起こるおそれがあることがわかります。 
 
※１ 滋賀県地震被害想定(H26)による。 
※２ ５つの活断層 
   琵琶湖西岸断層帯、花折断層帯、木津川断層帯、鈴鹿西縁断層帯、柳ケ瀬・関ヶ原

断層帯 
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